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広告取引基本契約モデル 

2009 年 12 月 9 日 

2023 年 4 月 24 日一部改訂 

 

 

広告取引基本契約モデル 

 

 

前 文    ○○○広告主(以下、甲という)と○○○広告会社(以下、乙という)とは、

甲乙間の広告宣伝取引に関する基本的な事項について、次の通り契約を締 

      結する。 

 

第１章    総則 

 

第１条  【本契約の目的】  

本契約は、甲乙間の広告宣伝取引に関し、甲および乙が信義にのっとり 

誠実にこれを実行し、公正に取引をすることを目的とする。 

 

第２条  【定義】  

本契約において、広告宣伝取引とは、甲が乙に対して次の各号の全部また

は一部の業務を依頼し、その対価を乙に支払うことをいう。 

（１）媒体を介して実施する宣伝広告（テレビを含む動画広告、ラジオを含 

むオーディオ広告、新聞、雑誌、屋外広告、交通広告、POP、 SNS、

デジタルメディア広告など）およびカタログ等宣伝印刷物に関する企

画・制作・運営 

（２）上記広告のための媒体の確保および出稿管理 

（３）展示会、博覧会、スポーツイベント、コンサートイベントその他各種 

イベントの企画（キャスティング等も含む）ならびに実施運営  

（４）市場および広告に関する調査、情報収集・分析、研究開発、およびコ

ンサルティング等のマーケティング業務 

      （５）オウンドメディア等に関する企画・制作・運営 

（６）前各号に付帯関連して甲が乙に発注する一切の業務 
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第３条  【本契約と個別契約との関係】  

１ 本契約に定める事項は、本契約の有効期間中、広告宣伝取引に関して甲乙 

 間で締結される個々の契約(以下、個別契約という)すべてについて適用され

るものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、個別契約において、本契約に定める各条項の一

部の適用を排除し、または本契約と異なる事項もしくは本契約の内容を補充

する事項を定めることを妨げるものではない。本契約の各条項と異なる内容

の個別契約を締結した場合には、当該個別契約が優先されるものとする。 

 

第２章    個別契約  

 

第４条  【個別契約の成立】 

個別契約は、発注年月日、依頼業務の件名、依頼業務の内容、数量、代金

額、履行期などを記載した個別契約書を取り交わすか、もしくは甲より乙に

同様の記載のある注文書を交付し、当該注文書に対する乙の注文請書を甲が

受領したときに成立する。 

 

第５条  【契約の変更】  

１ 甲および乙が、本契約または、前条により成立した個別契約の全部または

一部を変更するときは、両者協議して行うこととする 。この場合、合意後

速やかに、見積書の再交付、注文書および注文請書の再提出または変更内容

を記載した書面を取り交わすことで変更にかかる契約が成立する。 

２ 前項による個別契約の変更により、甲もしくは乙が損害を被った場合に

は、相手方の申し出により、損害の補償につき両者協議することとする。 

 

第３章    履行と報告  

 

第６条  【履行期】  

１ 履行期とは、個別契約を履行すべき確定期日(確定期間または確定期限)を

いう。 

２ 乙は、個別契約に定める履行期に当該業務を履行し、広告制作物または個
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別契約の履行の結果創作された成果物（以下、成果物という）を個別契約で

定めた方法により甲に引き渡さなければならない。 

 

第７条  【報告および検査】  

１ 甲は、個別契約に関する乙の履行状況について、いつでも乙に対して報告

を求めることができる。この場合、乙は、速やかに書面・電子メールまたは

口頭で報告しなければならない。 

２ 甲は乙の報告内容に疑義のある場合には、乙に対し速やかにその旨通知

し、履行状況を検査することができる。検査方法については事前に両者が 

協議し定めるものとする。ただし乙が甲の疑義に異議があるときは、遅滞 

無く甲に申し出て、両者協議の上解決するものとする。 

３ 個別契約に関する乙の業務が完了したときは、乙は甲の定める期間内に完 

了報告をしなければならない。なお、完了報告には成果物および業務完了報

告書等、その他甲が指定する事項について提出することをもって行うものと

する。     

４ 乙は、個別契約を履行期に完了することができないとき、またはそのおそ

れが生じたときは、直ちに甲に通知し、その対応について両者協議するもの

とする。 

 

第８条   【契約不適合責任】  

１ 甲は、成果物が種類または品質等に関して個別契約の内容に適合しない場 

合（以下、当該契約の内容に適合しないことを「契約不適合」という）は、

成果物の修補、代替物の納入、不足物の納入いずれかの措置を講じること

（以下「履行の追完」という）を乙に請求することができる。 

２ 乙は、前項の定めに拘らず、甲に不相当な負担を課すものではない場合

は、甲から請求された方法とは異なる方法により、履行の追完をすることが

できる。 

３ 甲は、相当な期間を定めたにも拘らず、その期間内に乙が当該履行の追完 

 をしない場合は、契約不適合の程度に応じて委託料の減額を乙に請求し、ま

たは本契約を解約することができる。 

４ 甲は、次の各号のいずれかに該当する場合は、第 1 項に基づく履行の追完 

 を乙に請求することができない。 
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（１）成果物の納品完了から１年を経過した場合 

（２）契約不適合が甲の責に帰する事由である場合 

 

第４章    支払  

 

第９条  【対価】 

     １ 個別契約の履行に伴う対価は、第４条で定めた代金額に基づき、両者協議 

の上決定する。 

     ２ 個別契約に定める業務に変更があったときは、両者協議の上、適切なる代

金額を定めることとする。 

 

第 10 条   【請求】 

       乙は甲と協議のうえ事前に定められた期日までに甲に請求する 。 

 

第 11 条  【支払】   

甲は請求月の△△日までに請求額を乙の指定する銀行口座へ振り込むこと

により支払う。振込手数料は甲の負担とする。 

 

第 12 条  【遅延損害金】 

       甲の責に帰する乙に対する金銭支払債務履行の遅延の場合には、甲は支払 

      期日の翌日から完済の日まで、法定利率の割合による遅延損害金を乙に支払 

うものとする。 

 

第５章    支給物および貸与物  

 

第 13 条  【支給物および貸与物の管理】  

１ 乙は、甲から支給または貸与された図面、仕様書、資料、商品等を善良な

管理者の注意をもって管理するものとし、個別契約の履行の目的以外にはこ

れを使用してはならない。 

２ 乙は、個別契約の履行が完了したとき、その他甲から求められた場合、甲

の指示に従い貸与物は速やかに甲に返却するものとし、支給物は廃棄するも

のとする。 
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第６章    使用権の確保 

 

第 14 条  【成果物の使用】  

甲は、成果物を個別契約の定めに従って使用することができる。 

 

第 15 条  【成果物の権利処理等】 

１ 成果物の制作にあたり、第三者の著作権・肖像権その他の権利を使用する

場合、乙は甲の広告宣伝活動に支障をきたさないよう、甲とあらかじめ合意

した内容（二次利用の有無等）に基づき、当該第三者との間で必要な権利処

理を行うものとする。 

２ 甲は、前項に基づき乙が行った権利処理の範囲内で成果物を使用するもの

とする。 

   ３ 乙は、本契約および個別契約を履行するに当たり、第三者の著作権・肖像 

    権その他の権利を使用する場合に、その権利の侵害を理由とする紛争が生じ

たときは、甲の責に帰すべき事由がある場合を除き、乙において一切処理解

決するものとする。 

 

第 16 条  【成果物の権利帰属】 

       甲が、成果物について、甲に権利を帰属させることを希望する場合には、

あらかじめ乙にその旨を明示するものとし、乙は誠意をもって実現に努め、

その結果を個別契約に定めるものとする。 

 

第 17 条  【成果物の編集・複製等】  

甲は、成果物を編集・加工・複製しようとする場合（他の素材と組み合わ

せて使用する場合等も含む）、これを乙に委託するものとする。ただし、個

別契約に別途定める場合は、この限りではない。 

 

第 18 条  【成果物の保管・管理】 

       甲は、成果物の保管・管理を乙に委託する場合の詳細については、別途両 

者協議して定めるものとする。 
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第７章    再委託、権利の譲渡  

 

第 19 条  【再委託】  

１ 乙は、甲の承諾を得て、乙の責任において本契約または個別契約に基づく 

業務の全部または一部を第三者に再委託することができる。 

２ 前項の場合、乙は当該再委託先に本契約と同等の義務を遵守させる義務を

負うものとする。また乙は前項の場合においても、本契約および個別契約で

負う責任を免れることはできない。 

 

第 20 条  【権利の譲渡等】  

甲および乙は、相手方の事前の書面による承諾を得なければ、次の行為を

することができない。 

（１）本契約または個別契約に基づく債務の全部または一部を第三者に履行

させること。ただし前条の場合を除く。 

（２）本契約または個別契約に基づく金銭債権その他の債権の全部または一

部を第三者に譲渡し、担保に供しまたはその処分をすること。 

 

第８章     契約の終了  

 

第 21 条  【有効期間】  

１ 本契約の有効期間は、本契約の締結日から起算し満○年間とし、期間満了

の３ヵ月前までに甲乙のいずれかからも契約終了または契約内容の変更等別

段の意思表示がないときには、本契約は同一条件でさらに○年間継続するも

のとし、以後もこの例による。 

２ 本契約が終了した場合といえども、本契約の有効期間中に締結された個別

契約が存続している場合は、当該個別契約の効力およびこれに適用される本

契約の定めは、当該個別契約の存続期間中有効とする。 

 

第 22 条  【解約】 

１ 甲または乙は、相手方に本契約および個別契約に違反する行為がある場

合、相当の期間を定めてその是正を書面にて催告し、相手方がかかる違反を

是正しない場合は、直ちに本契約および個別契約の全部または一部を解約す 
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ることができるものとする。 

２ 甲または乙は、相手方に次の一にでも該当する事由が生じた場合には、催

告することなしに直ちに本契約および個別契約を解約することができるもの

とする。 

（１）仮差押、差押もしくは競売の申立て、破産手続開始、民事再生手続開

始、もしくは会社更生手続開始の申立てがあったとき、または清算に入

ったとき。 

（２）租税公課を滞納して保全差押を受けたとき。 

（３）支払いを停止したとき、もしくは手形または小切手の不渡りを発生さ

せたとき。 

（４）手形交換所または電子債権記録機関その他金融機関等による取引停止

処分があったとき。 

（５）信用に不安が生じ、または事業に重大な変化が生じたとき。 

（６）本契約および個別契約に基づく債務の履行が困難と認められるとき。 

（７）本契約および個別契約の履行に関し、役員、使用人もしくは代理人が

不正の行為をしたとき。 

（８）正常な取引を行えず、または正常な営業ができない事由が生じたと

き。 

 

第 23 条  【暴排条項】 

     １ 甲、乙は、相手方が以下の各号のいずれかに該当した場合は、何らの催告

を要しないで本契約および個別契約の全部を解除できる。 

（１）暴力団、暴力団員、暴力団関係者、その他反社会的勢力（以下、「暴 

力団等」という）である場合。 

      （２）代表者、責任者、または実質的に経営権を有する者が暴力団等である

場合、または暴力団等への資金提供を行う等、密接な交際のある場合。 

      （３）自らまたは第三者を利用して、他方当事者に対して、自身が暴力団等

である旨を伝え、または、関係者が暴力団等である旨を伝えた場合。 

      （４）自らまたは第三者を利用して、他方当事者に対して、詐術、暴力的行

為または脅迫的言辞を用いた場合。 

      （５）自らまたは第三者を利用して、他方当事者の名誉や信用等を毀損し、

または毀損するおそれがある行為をした場合。 
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      （６）自らまたは第三者を利用して、他方当事者の業務を妨害した場合、ま

たは妨害するおそれのある行為をした場合。 

     ２ 甲および乙は前項の規定により本契約を解除した場合は、相手方に損害が

生じても、これを一切賠償しない。 

 

第 24 条  【契約終了後の措置】  

１ 事由のいかんを問わず本契約が終了した場合、乙は甲に対して直ちに第 13 

 条に定める貸与物ならびに甲が指定する制作関連資料を返還しなければなら

ない。 

２ 事由のいかんを問わず本契約が終了した場合、甲は乙と別途合意すること

により、仕掛品に係る権利を取得することができる。 

 

第 25 条  【存続条項】  

第 14 条（成果物の使用）、第 15 条（成果物の権利処理等）、第 18 条（成

果物の保管・管理）、第 27 条（秘密保持）、第 32 条（管轄裁判所）の規定

は、本契約が終了した後もその効力を存続する。 

 

第９章     雑則  

 

第 26 条  【法令等の遵守】  

１ 甲および乙は、本契約および個別契約の締結、履行に際し、法令および監

督官庁の指導等を遵守し、公序良俗に従わなければならない。 

２ 甲及び乙は、人権に関する国際規範を尊重し、本契約に係る活動を行う

国・地域で適用される法令や、国際ルールおよび社会規範を遵守しなければ

ならない。 

３ 乙は、本契約および個別契約の内容が前二項に抵触しまたはそのおそれが

あるときは、その内容を甲に通知し、甲乙協議のうえ、適切な措置を講ずる

ものとする。 

 

第 27 条  【秘密保持】  

１ 甲および乙は、事前に相手方の書面による承諾を得なければ、本契約およ

び個別契約に関して知った相手方の秘密を開示してはならない。 
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２ 甲および乙は、本契約および個別契約の履行に関与した第三者に対しても

前項の義務を負わせなければならない。 

３ 甲が、乙に対して個人情報に関する業務を委託する場合には、別途甲乙間 

で個人情報の取り扱いについて契約を締結する。 

４ 次の各号の一に該当する業務上の情報は、第１項に規定する秘密に含まれ

ないものとする。 

（１）相手方からの提供を受ける前から保有していた情報。 

（２）自己の責に帰することのできない事由により公知となった情報。 

（３）正当に第三者から知得した情報。 

（４）甲または乙が成果物を利用することに伴い、必然的に公知となった情

報。 

 

第 28 条  【危険負担】  

甲乙のいずれの責にも帰すことができない事由によって、甲に引き渡す前

に生じた成果物の滅失、毀損等の損害については乙の負担とし、引き渡し後

に生じた損害については甲の負担とする。ただしその損害の発生時までに、

本契約および個別契約の履行のために乙が要した費用の取扱いについては、

両者協議して定めるものとする。 

 

第 29 条  【損害賠償】  

甲または乙は、本契約および個別契約の不履行、または履行に付随した行

為により、相手方に損害(合理的な範囲の弁護士費用を含む)を被らせたとき

は、これを賠償するものとする。 

 

第 30 条  【通知義務】  

甲または乙は、次の事項が発生した場合は公表後速やかに相手方に通知す

る。 

（１）住所もしくは本店その他の営業所の所在地、氏名、名称もしくは商

号、代表者または代表者の届出印の変更。 

（２）合併、増資、減資、解散、営業の全部または一部の譲渡または貸与そ

の他資産もしくは事業の状態に著しい変動をきたすおそれのある一切の

行為。 
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（３）前項に定める事項のほか、甲が要求した事項につき、乙は甲に対して

報告するものとする。 

 

第 31 条  【協議解決】  

       本契約および個別契約について定めのない不可抗力事項（天災地変や社会

情勢等の変化） および疑義のある事項は、両者協議して解決するものとす

る。 

 

第 32 条  【管轄裁判所】  

本契約および個別契約に関する一切の紛争については、○○地方裁判所を

第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

 

末 文     本契約締結の証として本書２通または電磁的記録を作成し、各々押印また

は電子署名を施したうえ、各１通または電磁的記録を保有する。 

 

 

 

      年   月   日 

                  甲（広告主）： 

                  住所 

                  社名 

                  契約当事者名 

 

                  乙（広告会社）： 

                  住所 

                  社名 

                  契約当事者名 


